
陸前高田市自治会館等整備事業費補助金交付要綱 

 

 （趣旨） 

第１ この要綱は、自治団体等が行う自治会館等整備に要する経費に対し、予算の範

囲内で陸前高田市自治会館等整備事業費補助金（以下「補助金」という。）を交付

することに関し、陸前高田市補助金交付規則（昭和３３年規則第２号。以下「規則」

という。）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

 （定義） 

第２ この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるとおり

とする。 

 ⑴ 自治団体 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条の２第１項の規

定により地縁による団体として市長の認可を受けた団体又は地域住民を主たる構

成員とし、当該地域の地域課題解決及び自治コミュニティ形成のために組織され

た任意団体をいう。 

 ⑵ 自治会館等 地域住民が自主的に地域課題の解決を行い、自治意識の醸成を図

るための活動拠点となる施設又は災害時に地域住民が避難するための防災拠点と

なる施設をいう。 

 ⑶ 改修等 自治会館等の増築、改築又は修繕をいう。 

 （補助金の交付対象者等） 

第３ 補助金の交付対象者、補助対象経費及び補助額は、別表のとおりとする。ただ

し、補助額に千円未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てるものとする。 

２ 補助金の交付は、別表の補助対象経費の区分ごとに１自治団体につき、それぞれ

１回限りとする。ただし、防災機能強化補助及び用地取得補助については、この限

りでない。 

３ 防災機能強化補助及び用地取得補助は、自治会館等整備補助と併用できるものと

する。 

４ 補助対象経費について、国、県又は市が交付する本補助金以外の助成金その他こ

れに類するもの（以下「その他の助成金等」という。）を受給する場合における補

助金の額は、補助対象経費からその他の助成金等の額を除いた額とする。 

 （提出書類及び提出期日） 

第４ 規則第３条の規定による申請書に添える関係書類は、次の各号に掲げる書類と



する。 

 ⑴ 事業計画（実績）書（様式第１号） 

 ⑵ 収支予算（決算）書（様式第２号） 

 ⑶ 位置図、配置図、平面図、立面図等事業の状況が分かる書類 

 ⑷ 事業予定地の登記簿謄本又は土地賃貸借契約書の写し 

 ⑸ その他市長が必要と認める書類 

 （前金払） 

第５ 市長は、必要があると認めるときは、補助金の交付決定額の１０分の９以内の

額を前金払いすることができる。 

２ 前項の規定による前金払いを請求しようとする者は、陸前高田市自治会館等整備

事業費補助金前金払請求書（様式第３号）を市長に提出しなければならない。 

 （事業完了届） 

第６ 規則第１２条第１項の規定による事業完了（廃止）届に添える書類は、次の各

号に掲げる書類とし、それぞれ２部提出するものとする。 

 ⑴ 事業計画（実績）書（様式第１号） 

 ⑵ 収支予算（決算）書（様式第２号） 

 ⑶ 建物の新築及び改修等の場合は、位置図、配置図、平面図、立面図及び完成写

真 

 ⑷ 用地取得等（自治会館等建設に当たり必要な用地の整備費及び既存自治会館等

の土地取得その他必要な整備をいう。以下同じ。）の場合は、登記完了後の登記

簿謄本その他用地取得等の完了が確認できる書類 

 ⑸ その他市長が必要と認める書類 

 （財産処分の制限等） 

第７ 補助金の交付を受けた者は、当該事業によって取得し、又は効用の増加した財

産について、補助金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付けし、

又は担保に供しようとするときは、あらかじめ市長の承認を受けなければならない。

ただし、減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和４０年大蔵省令第１５号）

に規定する耐用年数を経過したときは、この限りでない。 

 （書類の整備等） 

第８ 交付金の交付を受けた者は、当該交付金に係る収支を明らかにした帳簿を整



え、当該収支についての証拠書類とともに事業完了の翌年度から起算して１０年間

保存しなければならない。 

２ 市長は、必要があると認めるときは、前項の帳簿、証拠書類その他の関係書類の

検査及び現地調査を行うことができる。 

 （補則） 

第９ この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

  



別表（第２関係） 

補助金の
区分 

補助対象経費 補助額 

自治会館
等整備補
助 

１ 自治会館等の新築（延べ床面積がお
おむね６６平方メートル以上に限る。
以下同じ。）に要する経費のうち、本
体工事費及び附帯工事費（電気、ガ
ス、給排水、冷暖房、トイレ設備をい
う。以下同じ。） 

補助対象経費の２分の１以
内の額。ただし、３００万
円を限度とする。 

２ 東日本大震災により被災し、改修等
が困難となったことに伴う自治会館等
の新築に要する経費のうち、本体工事
費及び附帯工事費 

補助対象経費の 
１０分の９以内の額。ただ
し、１，０００万円を限度
とする。 

 

３ 補助金交付申請時の世帯数が平成 
 ２３年２月末時点の世帯数に比して、
おおむね２倍を基準として、著しく増
加したものと市長が認める場合におけ
る自治会館等の新築及び改修等に要す
る経費のうち本体工事費、附帯工事費
及び既存建物の解体費 

補助対象経費の１０分の９
以 内 の 額 。 た だ し 、 
１，０００万円を限度とす
る。 
 

４ 防災集団移転促進事業により整備す
る住宅団地内に設置する集会所、共同
作業所等の新築（延べ床面積がおおむ
ね３３平方メートル以上）に要する経
費のうち本体工事費及び附帯工事費 

補助対象経費の１０分の９
以内の額。ただし、７５０
万円を限度とする。 
 

機 能 強化
補助 

 自治会館等の防災目的若しくは避難所
利用目的での新築又はバリアフリー化の
ための改修等に要する経費（自治会館等
整備補助において附帯工事費として補助
を受けた経費を除く。） 

補助対象経費の２分の１以
内の額。ただし、増改築の
場合は２００万円を限度と
し、その他の修繕等の場合
は、１５０万円を限度とす
る。 

用地取得
補助 

 自治会館等の用地取得等に要する経費 補助対象経費の２分の１以
内の額。ただし、３００万
円を限度とする。 

 

 


